
第３章 阪神・淡路大震災 

福田 竜一  

 

１． 阪神淡路地域の概況と被害状況 

 

 （１） 震災の概要（阪神・淡路大震災教訓情報資料集より） 

  １） 地震の発生 

 日時：1995 年（平成 7 年）1 月 17 日午前 5 時 46 分 52 秒 

 震源：淡路島北部沖の明石海峡（北緯 34 度 35.9 分，東経 135 度 2.1 分，深

さ 16km） 

 地震の大きさ：M7.3 

  ２） 被害状況 

 死者：6,434 人 

 負傷者：43,800 人（重傷約 8,800 人，軽傷約 35,000 人） 

 建物被害（損壊・焼損計）：住家約 52 万棟，非住家約 5,800 棟 

 

 （２） 震災の時期区分（同資料集より） 

 第 1 期・初動対応（初動 72 時間） 

 第 2 期・被災地応急対応（地震発生後 4 日～3 週間） 

 第 3 期・本格的復旧・復興始動期（地震発生後 4 週間～6 ヵ月） 

 避難所解消と応急住宅の提供，住宅と生活の再建，復興計画の策定と計

画的市街地復興，被災建物の解体とガレキ処理，産業の復旧・復興 

 第 3 期以降も続く課題（地震発生後 6 ヵ月以降） 

 生活の再建，産業・都市の再生 

 

 （３） 阪神・淡路大震災の被害が特に大きかった地域（第１図） 

 神戸市，阪神南（尼崎市，西宮市，芦屋市），阪神北（伊丹市，宝塚市，加西市他），

淡路（島），東播磨（明石市他） 

  第 1 図 兵庫県県民局のエリア 
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 （４） 震災発生直後と 10 年後の人口の比較および高齢化の進展 

 

第 1 表 震災発生直後（平成 7 年 2 月）の人口と 10 年後（平成 17 年）の人口 

 
 資料：国勢調査，兵庫県統計書（各年版）． 

 

神戸市の人口は約 150 万人である。大震災による神戸市の死者数 4,564 人（大震災の

全死者数（6,434 人）の 71％）であった。その他，死者数が多かったのは西宮市（1,126

人），芦屋市（442 人），宝塚市（117 人）の順である。以上の 4 市で，阪神・淡路大

震災による全死者数の 98.5％を占めている。なお淡路 1)の死者数は 62 人（全死者の

0.96％）であった。 

震災発生から 10 年後の人口は，尼崎市と淡路を除いて大震災発生時よりも増加してい

た。淡路島は 6.9％の減少であった。 

  １） 【参考】人口の回復（阪神・淡路大震災教訓情報資料集より） 

人口（平成17年，国勢調査）
単位　人，％

総人口 65歳以上 高齢化率
神戸市 1,525,393 305,301 20.0
尼崎市 462,647 91,322 19.7
西宮市 465,337 78,006 16.8
芦屋市 90,590 18,422 20.3
伊丹市 192,250 31,709 16.5
宝塚市 219,862 41,121 18.7
明石市 291,027 51,866 17.8
淡路 151,391 41,413 27.4

人口（平成7年，国勢調査）
阪神淡路大震災における死者数

総人口 65歳以上 高齢化率
神戸市 1,423,792 192,703 13.5 神戸市 4,564
尼崎市 488,586 62,438 12.8 尼崎市 49
西宮市 390,389 48,417 12.4 西宮市 1,126
芦屋市 75,032 11,292 15.0 芦屋市 442
伊丹市 188,431 19,587 10.4 伊丹市 22
宝塚市 202,544 25,353 12.5 宝塚市 117
明石市 287,606 35,004 12.2 明石市 10
淡路 162,738 35,547 21.8 淡路 62

人口増加数
総人口 65歳以上 高齢化率

神戸市 101,601 112,598 6.5
尼崎市 ▲ 25,939 28,884 7.0
西宮市 74,948 29,589 4.4
芦屋市 15,558 7,130 5.3
伊丹市 3,819 12,122 6.1
宝塚市 17,318 15,768 6.2
明石市 3,421 16,862 5.7
淡路 ▲ 11,347 5,866 5.5
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 人口移動の実態ははっきりせず，住民基本台帳による人口，国勢調査による

推計，水道契約者数による推計など，様々な推計が行われている｡ 

 兵庫県では 2 月，3 月，4 月と連続して 1～3 万人単位で県人口が減少した｡

平成 7 年 1 月 1 日付の県内推計人口は 552 万 6689 人であったが，4 月 1 日

付の県内推計人口は 546 万 6316 人で，震災前と比べ約 6 万人減少した｡ 

 国勢調査をもとにした推計人口は，被災 10 市 10 町で震災前に比べて 97 年

7 月時点で約 13 万 5 千人減少しており，神戸市では 9 万 4 千人となってい

る｡しかし，水道契約者数から，それぞれ 6 万 2 千人，4 万 6 千人の人口減少

との試算もある｡ 

 震災後 2 年が経過した時点で，西宮市・芦屋市など 7 市では人口が増加に転

じたが，神戸市・尼崎市・淡路島では人口減少が長く続いた｡特に神戸市長田

区などでは，5 年を経過しても人口減少が続いた｡ 

 神戸市全体では，96 年 4 月を皮切りに増加に転じ，順調に回復を続けている

が，長田区・須磨区では 2000 年 2 月時点においてもほぼ一貫して減少して

きており，震災前の 8 割台にとどまる｡ 

 2001 年 11 月に，被災地全体の人口が初めて震災前を上回った｡ 

 人口減少の多くは，若い世代の流出によるものだった｡人口回復の遅れは，再

建された賃貸住宅等への入居率，商業の再生にも影響した｡ 

 人口回復の遅れが続く理由として，働く場所の移転，借家層が戻らないこと

などが指摘されていた｡ 

 

 （５） 災害救助法適用された市町村 

 神戸市，尼崎市，明石市，西宮市，伊丹市，宝塚市，川西市，三木市，淡路島（洲

本市，津名町，淡路町，北淡町，一宮町，東浦町，五色町，緑町，西淡町，南淡町，

三原町） 

 

 （６） 激甚災害指定をうけた市町村 

 神戸市，尼崎市，明石市，西宮市，伊丹市，宝塚市，川西市，淡路島（津名町，北

丹町，一宮町，東浦町，五色町） 

 

２．農業への影響 

 

 （１） 兵庫県の農業産出額（平成 21 年） 

 1,459 億円（米 436 億円，野菜 403 億円，畜産 483 億円） 

 

 （２） 農林水産業関係の被害 

 農地，ため池等の農業用施設など各施設において甚大な被害が発生し，その被害総額は

900 億円程度であった。また，農地・ため池等の農業用施設 4,100 ヶ所，漁港 20 港，卸

売市場 10 施設に甚大な被害があった。 

 

 （３） 詳細な被害状況のまとめ（第 2表） 
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第 2 表 農林水産業関係被害状況 

 
資料：内田（2005）． 

 

 （４） 農業産出額への影響（第 2図） 

 米は 95 年に前年度比▲90 億円の大幅減少に転じ，それ以降も，米価の低迷などが原因

で右肩下がりとなっている。畜産は 95 年の時に特に大きな影響は見られない。野菜は 96

年まで減少傾向が続いたが，その後 98 年までに持ち直した。 
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第 2 図 兵庫県の農業産出額の推移 

 資料：兵庫県統計書（各年版）． 

 

 （５） 地域別にみた農業産出額への影響（第 3 表） 

 淡路地域は 1993 年から 97 年までの 5 年間で 2 割近く農業産出額が減少。芦屋市は震

災発生年に農業産出額（ほとんど野菜）が 6 割減少した。 

 

第 3 表 地域別農業産出額の推移 

 

          資料：兵庫県統計書（各年版）． 

 

 （６） 淡路島の主要農産物の産出額への影響（第 4 表） 

 95 年に米の減少額が前年よりもかなり大きかった他には，特に震災による大きな変化

は見出しがたい。 

 

単位　億円

1993年 94年 95年 96年 97年
神戸市 13,920 14,696 14,327 13,296 13,040
尼崎市 1,073 1,136 902 879 801
西宮市 1,970 2,059 1,706 1,575 1,444
芦屋市 30 34 14 13 11
伊丹市 1,082 1,018 922 906 850
宝塚市 1,434 1,505 1,527 1,488 1,396
明石市 2,595 2,610 2,508 2,163 2,180
淡路 56,750 53,277 50,630 48,483 46,224

阪神・淡路大震災 

95 年 1 月 17 日 
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第 4 表 淡路島の主要農産物の産出額の推移 

 

        資料：兵庫県統計書（各年版）． 

 

 （７） 農畜産物共済等の共済金支払額（第 5 表） 

 水稲，麦や家畜は震災による大きな変化はみられない。他方で建物は 94 と 95 年が他

の年に比べてやや多く，農機具は 95 と 96 年がやや多い。これらには震災の被害も含ま

れたのではないかと推察される。なお，水稲の 93 年の支払いが大きかったのは，主に冷

害による被害によるものである。 

 

第５表 農畜産物共済等の共済金支払額 

 

      資料：兵庫県統計書（各年版）． 

 

３． 過去の文献の紹介 

 

 （１） 国・県が編集・発行した文献 

  １） 阪神・淡路大震災復興誌（内閣府） 

  ２） 阪神・淡路大震災 復興 10 年総括検証・提言報告（兵庫県） 

 分野別（健康福祉分野，社会・文化分野，産業雇用分野，防災分野，まちづく

り分野）に詳細な検証を行なっている。 

 

 （２） 兵庫県震災復興研究センター 

  １） 塩崎，西川，出口，兵庫県震災復興研究センター編（2004） 

 震災から 10 年経って検証した教訓を収集している。 

 テーマとして，住宅復興，都市計画・まちづくり，個人の救済（孤独死，弱者

救済，中小商工業者支援），人間の復興（医療・福祉，教育，文化，歴史）な

どがある。 

 

 （３） 農林水産業に関するもの 

単位　億円

1993年 94年 95年 96年 97年
米 9,148 8,880 8,080 7,359 6,433
野菜 24,869 22,922 21,393 20,304 20,099
花き 3,625 3,303 3,223 2,894 3,188
畜産 17,748 16,798 16,386 16,628 15,386

単位　千円

1993年 94年 95年 96年 97年
水稲 1,001,536 722,627 96,921 177,147 163,485
麦 36,145 30,558 12,971 23,853 17,990
家畜 1,716,965 1,642,983 1,579,144 1,547,976 1,520,217
建物 731,206 1,017,145 901,840 776,137 854,996
農機具 19,582 23,282 30,494 34,398 17,812
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  １） 内田（2005） 

 農林水産業関係の被害状況を詳細に取りまとめている（第 2 表）。 

 農林水産業の復旧・復興を段階に分けて記述している。 

 

 （４） 農協系統が編集・発行した文献 

  １） 兵庫県農業協同組合五十年史 

 JA の本支所は一部に全壊の被害があったが，ほとんどの JA では平常通りの事

業活動を行った。 

 JA の被害総額は 10 億円超。 

 JA 神戸市西，宝塚市，西宮などで 1 億円を超える被害を受けた。 

 震災により支払われた共済金（平成 10 年 6 月現在） 

 建物更生共済 993 億円（72,869 件） 

 生命共済 11 億 5,000 万円（46 件） 

 

 （５） 地区の復興の過程について記述した文献 

  １） 越澤（2005） 

 まちづくりのポイントになったこと 

 すでに戦災復興事業実施積みの区域では道路拡張は不要。現状復旧でよい

か基盤整備が望ましいか行政が地区診断をして好評することが復興検討の

初期段階で必要。住民も自主的に考える必要である。 

 老人の福祉住宅。高齢者対応のヘルスケア型集合住宅の建設と土地権利と

１代限りの居住権を交換した。 

 意欲的な民間コンサル等を公費負担で地域に派遣し，きめ細かいミクロの

復興計画の策定が必要。まちづくり協議会と民間コンサルによる計画。 

 広域的な防災帯の建設。大都市の生活インフラは脆弱である。 

 2 段階区画整理。第１段階に施行区域，幹線道路などの小各区を決定，区画

道路や街区公園は住民と協議・合意を踏まえて 2 段階で決定する。 

 住宅が集中的に破壊された地区では生活道路，公園，広場の新設，区画整理や

再開発，公営住宅建設，公的支援住宅など，「復興」の都市計画，まちづくり

が必要になった。 

 事例１：西宮市の森具地区。同地区は戦災に遭っていなかったため，幅員 4

メートル以下の道路が大半で，公園・広場等も皆無だった。震災で大部分

の建物が倒壊した。震災 2 ヶ月目に区画整理が決まる。区画整理が不可避

と理解していた住民の合意形成は円滑だった。震災翌年の 2 月に事業計画

をまとめ，00 年 12 月には事業が完了した。その結果，幅員 15 メートル，

12 メートルの歩道がある道路が新設された。さらに大きな公園も新設され

た。公共用地の割合は震災前の 13％より 32％へと増加した。 

 事例２：伊丹市。都市化の進展していた旧農業集落地帯が被災した。密集

住宅市街地整備促進事業によって数年間で復興した。道路が狭かったため，

防災道路を建設した。 
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  ２） 中山（2008） 

 神戸市兵庫区港川地区の復興の実録をまとめた文献である。同地区は戦災被害を

免れたため，密集住宅街がそのまま残っていた。そのため震災で火災が発生し，

地区がすべて焼失した。 

 同地区では住民主体型で復興をはかられた。3 月には，まちづくり推進協議会が

発足した。神戸市から派遣されたコンサルとの講演などでの勉強を経て，建物の

共同化による復興が提案された。しかし戸建で自宅を再建したい住民からは異議

が唱えられた。 

 そこで，共同化と戸建てを同時に満たす，ミニ区画整理を模索した。他方で，戸

建派は当初から自分たちの意見が無視されてきたとの思いもあり，反発はやまず

戸建派の孤立化がすすんだ。このため行政（筆者の中山氏）がその利害調整に入

った。 

 紆余曲折を経て 1 年後には区画整理が事業化された。97 年に事業開始され 2002

年に事業完了 

 ポイント（教訓）：復興にむけた区画整理，まちづくりに住民参加は必要である。

反面，住民だけでは事業の手法や区域設定などその進め方が決定できない問題が

ある。つまり地域エゴや個人エゴに住民だけでは対応ができない。そのため，弁

護士やコンサルタントのような専門家の支援が必要である。行政等の第三者によ

る仲介も必要である。 

 

 （６） 個人の生活再建から地域・地区コミュニティの形成問題への移行 

  １） 室崎（2002） 

 神戸市を対象として災害復興住宅等の団地やその他地区を対象にしてアンケート

を実施し，その結果を分析した。 

 復興公営住宅は良好なハード性能を有していることから，住み心地や安全性に高

い評価が与えられている。反面，これらは短期間に大量に供給したため，建設個

数に地域的偏りがあったこと，低所得者や高齢者優先入居であったため，従来の

地域コミュニティが失われ，かつ新規コミュニティが形成困難であった。入居後

の生活支援も課題となった。 

 住宅再建問題は住宅の供給という個人対応の段階からコミュニティ活動など生活

環境を含めた地区・地域スケール対応の段階に移行している。 

 単線化された住宅再建支援プログラムがまちの復興に影響している。自力で家を

再建した人は元々の居住地に住み，そうでない人は移動した。この結果持家・借

家・復興住宅といった居住形態でそれぞれに同じ生活レベルや経済環境を有する

グループが形成された。 

 震災から 6 年たち，住宅再建は一段落したが，一方で生活再建の困難な状況もみ

られる。 

  ２） 室崎（2003） 

 アンケート調査から，住宅や町並みといったハードの復興は震災 5，6 年目から

は大きな変化がない。ただし住宅再建ができない層（全体の 3 割程度）は復興か

らは取り残されたことを明らかにした。 
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 暮らしぶりや人のつながりといったソフトの復興は，住民の心身の傷は癒されて

いるが，2 割程度は未だ経済面の苦しさが年々悪化していた。特に住宅ローンの

問題が深刻であった。 

 震災を契機にして，防災やまちづくりの取り組みはある程度進んだが，望ましい

復興からはまだまだ遅れているのが実態である。 

 

 （７） 社会的弱者への配慮の重要性 

  １） 佐藤（2010） 

 被災者のうち，震災弱者とされる障害者を対象にした研究所である。 

 避難所などでは多くの障害者や高齢者が排除され震災弱者と化した。復興期には

いると自力で生活再建できない障害者や高齢者は取り残された。 震災弱者の支援

を行う NPO 法人・被災地障害者センターの活動について記述。 

 障害者のニーズを NPO 法人が発見し，内発的な支援を開始，それが社会的に広

がるまでの相互行為過程を解明した。 

 

 （８） 関西学院大学 COE 災害復興制度研究会による災害復興の社会科学的研究 

  １） 関西学院大学 COE 災害復興制度研究会（2005） 

 関西学院大学に災害復興制度研究所（http://www.fukkou.net/index.html）の設

立を記念して発刊された。 

 各論として，心のケア，参加型まちづくり，民間団体の災害風光に果たす役割，

義援金の社会学的な考察などを行なう。 

 日本震災復興学会（http://f-gakkai.net/） 

 

４． 東日本大震災への示唆 

 

・ 阪神・淡路大震災は 6 ヶ月程度で復旧に目処がたった。 

・ 阪神・淡路大震災による農業生産への影響は，農業施設等の被害による影響は別に

しても，全体的にみれば，甚大な被害とまではいえないかもしれない。ただし，都

市近郊農業では，震災を契機として，大きな変化があった可能性も拭い切れない。 

・ 阪神・淡路大震災の教訓として，復興には，「ハードの復興」と「ソフトの復興」

の 2 つの種類があることが明らかになった。 

・ このうち，ソフトの復興では，まちづくりにおける住民参加型の重要性に鑑みれば，

東日本大震災の復興においても参考になることがある。例えば，農民参加型のボト

ムアップによる土地区画整理事業計画の策定については，それだけに頼ると，個別

農家の間に相入れ難い利害の対立関係が生じた場合に，農家同士の話し合いだけで

は問題の処理・調整が大幅に遅れる，あるいは議論に収集がつかなくなる恐れさえ

ある。 

・ 阪神・淡路大震災の教訓として，とりわけ土地利用に関する関係者の合意形成を促

すためには，専門家による適切な助言や，行政等の公権力の伴う利害調整や仲介が

必要な場合があることが挙げられる。 
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５． 今後の研究課題 

 

・ 農地改良事業の進め方が，阪神・淡路大震災の被災地の復興まちづくりの住民合意

形成のそれと比較した場合，どこまで適用できるのか，あるいはどのような点を改

善するべきなのか。 

・ 被災地では社会的弱者の立場がますます弱くなるおそれ，あるいは新たな社会的弱

者が生じる恐れが極めて強い。その解決のために農業が果たせる役割があるのか。 

 
注（1）ここで「淡路」は淡路島（面積 592.26km²（南北約 53km，東西約 22km，周囲約 203km））内の全市

町村の合計を指す。なお現在の淡路島の市町村は，淡路市・洲本市・南あわじ市の 3 市体制となっている。 
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